
（住友銀行）

第156期 (平成11年４月１日から
平成12年３月31日まで) 損益計算書

(単位：百万円)

科　　　　　　目 金　　　　　　額
経 常 収 益 2,182,305
　資 金 運 用 収 益 1,416,579
　　貸 出 金 利 息 761,170
　　有 価 証 券 利 息 配 当 金 142,745
　　コ ー ル ロ ー ン 利 息 5,032
　　買 入 手 形 利 息 82
　　預 け 金 利 息 84,455
　　金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 320,029
　　そ の 他 の 受 入 利 息 103,063
　役 務 取 引 等 収 益 106,565
　　受 入 為 替 手 数 料 46,818
　　そ の 他 の 役 務 収 益 59,747
　特 定 取 引 収 益 34,227
　　商 品 有 価 証 券 収 益 2,776
　　金 融 派 生 商 品 収 益 30,052
　　そ の 他 の 特 定 取 引 収 益 1,398

そ の 他 業 務 収 益 61,072
　　外 国 為 替 売 買 益 18,919
　　国 債 等 債 券 売 却 益 37,302
　　国 債 等 債 券 償 還 益 4,315
　　そ の 他 の 業 務 収 益 535
　そ の 他 経 常 収 益 563,860
　　株 式 等 売 却 益 551,239
　　金 銭 の 信 託 運 用 益 1,484
　　そ の 他 の 経 常 収 益 11,136
経 常 費 用 2,005,828
　資 金 調 達 費 用 813,101
　　預 金 利 息 264,425
　　譲 渡 性 預 金 利 息 17,735
　　コ ー ル マ ネ ー 利 息 8,375
　　売 渡 手 形 利 息 145
　　コ マ ー シ ャ ル ・ ペ ー パ ー 利 息 515
　　借 用 金 利 息 101,263
　　社 債 利 息 5,033
　　社 債 発 行 差 金 償 却 5
　　転 換 社 債 利 息 404
　　金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 308,572
　　そ の 他 の 支 払 利 息 106,626
　役 務 取 引 等 費 用 37,306
　　支 払 為 替 手 数 料 11,827
　　そ の 他 の 役 務 費 用 25,478
　特 定 取 引 費 用 944
　　特 定 取 引 有 価 証 券 費 用 944
　そ の 他 業 務 費 用 49,091
　　国 債 等 債 券 売 却 損 30,537
　　国 債 等 債 券 償 還 損 14,983
　　国 債 等 債 券 償 却 46
　　社 債 発 行 費 償 却 3,340
　　そ の 他 の 業 務 費 用 183
　営 業 経 費 350,791
　そ の 他 経 常 費 用 754,592
　　貸 倒 引 当 金 繰 入 額 292,209
　　貸 出 金 償 却 347,350
　　債 権 売 却 損 失 引 当 金 繰 入 額 17,299
　　株 式 等 売 却 損 35,150
　　株 式 等 償 却 29,400
　　金 銭 の 信 託 運 用 損 2,288
　　そ の 他 の 経 常 費 用 30,893
経 常 利 益 176,477
特 別 利 益 2,042
　動 産 不 動 産 処 分 益 1,621
　償 却 債 権 取 立 益 420
　 金 融 先 物 取 引 責 任 準 備 金 取 崩 額 0
特 別 損 失 30,019
　動 産 不 動 産 処 分 損 8,558
　そ の 他 の 特 別 損 失 21,460
税 引 前 当 期 利 益 148,500
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 6,634
法 人 税 等 調 整 額 93,047
当 期 利 益 48,818
前 期 繰 越 利 益 29,938
再 評 価 差 額 金 取 崩 額 3,152
中 間 配 当 額 11,199
利 益 準 備 金 積 立 額 2,239

当 期 未 処 分 利 益 68,469



注 1.　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 2.　子会社との取引による収益総額　53,013百万円

　 　　子会社との取引による費用総額　155,144百万円

　 3.  特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの

損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

　 　　特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息等に、有価証

券、金銭債権等については前期末と当期末における評価損益の増減額を、派生商

品については前期末と当期末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加

えております。

　 4.　その他の特別損失は、年金基金の財政の健全化を図るため、第155期（平成11

年３月期）に予定利率の引下げを実施したことによる当期の費用であります。

　  


